
はじめに

　国の補助を受けることなく独自の経費で地方自

治体が実施する単独事業は１９８０年代の終わりか

ら２０１０年代の初めまで補助事業を上回っていた。

特に１９９０年代における単独事業の増加要因とし

て単独事業に対する「地方交付税と地方債の一体

的活用」による財政支援措置，すなわち地方債の

元利償還金の交付税措置（以下，交付税措置と略

す）の影響が指摘されている。元利償還金の交付

税措置が講じられる地方債の代表例として，地域

総合整備事業債（以下，地総債と略す）と臨時地

方道整備事業債（以下，臨道債と略す）が挙げら

れる。地総債には交付税措置のない一般分と，交

付税措置のある「特別分」，「ふるさとづくり事業

分」，「地域づくり事業分」（以下，特別分等と略

す）が存在し，臨道債にも同種の一般分と「地方

特定道路整備事業分」など（以下，特定分等と略

す）が存在した。図１はこれらのうち臨道債につ

いて，１９８８～２００７年度における都道府県の許可

額（２００６年度以降は発行予定額）の推移を示した

ものである。この図から読み取ることができるよ

うに，１９９０年代後半以降に一般分が減少し，特定

分等が増加している。

　こうした元利償還金の交付税措置が講じられる

地方債について分析を行った先行研究として，次

のいくつかの論文を挙げることができる。制度論

的アプローチを採る入谷（１９９５），梅原（１９９６），町

田（１９９７），池上（１９９８），金澤（２００２），池上（２００４）
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出所　地方債協会『地方債統計年報（各年度版）』より作成。

図１　臨道債許可額・発行予定額の推移）



などが，バブル経済崩壊後の不況下の景気対策の

ために地方自治体が行う単独事業が重視され，交

付税措置が景気対策のための事業誘導あるいは地

方財政動員の手段として用いられたと論じてい

る。また，岡闢（１９９９）（２０００a・b）や肥後・中川

（２００１）は交付税措置の効果は財政力の弱い地方

自治体にとって大きかったと結論づけている。さ

らに，公共経済学的アプローチを採る中野

（２０００），土居・別所（２００５a・b），別所（２００８），

林・石田（２００８）は計量的手法を用いて分析を

行っている。中野（２０００）および林・石田（２００８）

では被説明変数に単独事業費を，土居・別所

（２００５a）では社会資本ストックを，土居・別所

（２００５b）は地方債残高の前年度変化率を，別所

（２００８）では公共投資額・地方債発行額を用いて

交付税措置が与える影響について検討している。

これらの先行研究はそれぞれ，交付税措置が単独

事業費，社会資本ストック，地方債発行，公共投

資額を増加させたとの結論を得ている。

　本稿においては道府県における道路事業を中心

に，交付税措置が講じられる臨道債の発行と元利

償還金の基準財政需要額への算入率（以下，交付

税措置率と略す）との関係について定量的な分析

を行い，交付税措置率の高低によって地方自治体

の臨道債起債額が異なったのかを明らかにする。

そして，必ずしも交付税措置率の高い地方自治体

が交付税措置の講じられる地方債を起債したわけ

ではなく，補助事業と連動した形で交付税措置の

講じられる地方債を起債したことを示す。道路事

業に着目するのは社会資本投資の中で最も規模が

大きいことにもよるが，臨道債が元利償還金の交

付税措置が講じられる地方債の代表例であり，こ

れに着目して直接的に交付税措置と起債額との関

係を検証することによって，より詳細に交付税措

置の影響を明らかにするためである。

　すでに臨道債は廃止されているが，交付税措置

が講じられる地方債の実態を改めて明らかにする

ことは，日本における政府間財政関係のあり方に

ついて論じる上で重要な手がかりとなるであろ

う。

　本稿は次のように構成されている。１において

臨道債制度の概要について説明する。２において

は分析する際に用いる実証モデルと使用データに

ついて説明し，推定結果と解釈を示す。

１　 臨道債の概要

　分析を進める前に，本稿が分析対象とする臨道

債の概要について述べておきたい。臨道債には一

般分，地方特定道路整備事業分，ふるさと農道・

林道緊急整備事業分，復興特別事業分が存在し

た。このうち元利償還金が財政力に応じて後年度

事業費補正により基準財政需要額に算入されるの

は地方特定道路整備事業分とふるさと農道・林道

緊急整備事業分であった（１）。

　地方特定道路整備事業分は，１９９２年度に旧建

設省と旧自治省との協同事業として創設された地

方特定道路整備事業の単独事業分に充当された。

この事業は道路整備（都道府県道，市町村道）に

ついて補助事業と単独事業とを組み合わせて実施

するものであった（２）。図２は地方特定道路整備

事業の単独事業の手続きを図示したものである。

この事業にかかる事業費の総額は旧建設省と旧自

治省によって調整され，地方自治体はこの事業の

実施箇所および実施内容について，補助事業分の

申請に併せて単独事業分を旧建設省に提出し，旧

建設省の了解を得ることとなっていた（３）。

　同様に，ふるさと農道・林道緊急整備事業分に

ついても，補助事業と単独事業とを組み合わせて

事業を実施するふるさと農道緊急整備事業とふる

さと林道緊急整備事業の単独事業分に充当され

た（４）。

　図３は臨道債・地方特定道路整備事業分および

ふるさと農道・林道緊急整備事業分の元利償還金

に対する交付税措置率と財政力指数の関係を示し

たものである（５）。財政力指数１.０以上の場合にお

いては３０％となり，財政力指数の低下にともなっ

て算入率は上昇し，財政力指数０.３５の場合におい

ては５５％となって，それ以下の財政力指数の場

合においても５５％となる。なお，２００２年度以降

については事業費補正の見直しが行われ，財政力

指数に関係なく算入率は３０％とされた。さらに，
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図２　地方特定道路整備事業の単独事業の手続き

緊急課題関連道路計画 
の調整① 

緊急課題関連道路計画の届出（知事） 
（県道、市町村道）② 

地方特定道路整備計画の提出（知事） 
（県道、市町村道）④ 

地方特定道路の了承⑤ 

地方特定道路整備計画 
の調整③ 

通　知⑥ 

〔計画の策定〕 

〔各年度における地方特定道路整備事業の手続き〕 
（市町村道の場合） 

翌年度補助事業要望申請 
翌年度単独事業提出③ 

翌年度補助事業要望申請 
翌年度単独事業提出⑤ 

通　　　知⑦ 

持ち込み⑧ 翌年度事業 
説明② 

事業連絡④ 総枠調整① 

了　　　解⑥ 

注１　緊急課題関連道路計画の内容 
補助事業で実施するもの 
補助事業と単独事業を効果的に組み合わせるもの（地方特定道路） 
単独事業で実施するもの 

注２　市町村の計画は県を経由して建設省に届出又は提出すること。 

市町村 県 

建設省 
道路担 
当部局 （　　   ） 道路担 

当部局 （　　   ） 

市町村 県 

建設省 道路担 
当部局 （　　   ） 道路担 

当部局 （　　   ） 

起　債　申　請 
交付税基礎数値報告⑨ 

起　債　枠　申　請 
交付税基礎数値報告⑩ 

起　債　許　可 起　債　枠　配　分 

市町村 県 

自治省 企画財 
政部局 （　　   ） 企画財政 

指導部局 （　　      ） 

出所　建設省大臣官房会計課（１９９２）， p.６８より引用。



１９９５年度までは当該年度の事業費の１５％につい

ても交付税措置が講じられ，１９９６年度以降，この

措置は財源対策債分の起債措置に振り替えられ

た。これらの財政措置をまとめて図示したものが

図４である。

　特定分等の各年度の理論償還費は，『地方交付

税制度解説』によれば，おおむね以下に示す式の

形で基準財政需要額に算入される。当該年度事業

費補正が行われた１９９５年度の翌年度である１９９６

年度までについては，

である。ここで，pwm は事業費補正係数，uc は

単位費用，um は測定単位，A は発行を許可され

た臨道債のうち地方特定道路整備事業に係る許可

額， B は A の理論償還率，C は地方特定道路整

備事業の当該年度の事業費×１５％，l は各団体の

財政力指数に基づく算入率である。

なお，１９９６年度については，Cn は１９９５年度繰越

事業分に限られる。

　また，当該年度事業費補正分が財源対策債分に

振り替えられるようになった１９９６年度の翌年度

である１９９７年度から２００２年度までについては，

である。ここで，D は発行を許可された臨道債の

うち財源対策債に係る許可額，E は D の理論償

還率である（６）。

　さらに，事業費補正の見直しが行われ，財政力

指数に関係なく算入率が３０％とされた２００２年度

の翌年度である２００３年度以降については，
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出所　地方交付税制度研究会編（１９９３）より作成。

図３　交付税措置率と財政力指数の関係

図４　地方特定道路整備事業の財政措置

（単独事業）（補助事業）

一般財源臨道債
７５

（２００１年度まで後年度３０～５５％，
２００２年度以降３０％）

一般財源国庫支出金 １０１５
※

※１９９５年度までは当該年度事業費補正，１９９６年度以降は財源対策分に振り替え。

出所　地方債制度研究会編（１９９７）をもとに作成。



である。

　このような形で交付税措置された臨道債を交付

税措置率の高い，財政力の弱い地方自治体ほど発

行して，単独事業を実施したのであろうか。以

下，本稿においては臨道債の発行と交付税措置率

との関係について定量的な分析を行い，交付税措

置率の高低によって地方自治体の臨道債起債額が

異なったのかを明らかにする。

２　臨道債発行の要因分析

　１．実証モデル，使用データ，符号条件

　交付税措置が臨道債発行に与えた影響をパネル

データ分析によって検証する。本稿においては道

府県レベルの臨道債許可額を被説明変数とし，交

付税措置率などを説明変数とする次のようなモデ

ルを仮定する。

　ただし，y は臨道債地方特定道路整備事業分許

可額，l は交付税措置率，g は道路橋りょう費の財

源のうち国庫支出金，i は投資余力（＝１００－経

常収支比率），d は起債制限比率，pd は人口密度，

φ t は時点特有の効果，ρ i は観測不可能な個体特有

の効果，ε i t は誤差項である。なお，臨道債許可

額，国庫支出金については標準財政規模で除して

基準化している。β 1 が臨道債許可額と交付税措

置率の関係を表す注目すべき係数となる。データ

の出所については表１に示す通りである。

　推定を行う期間は１９９３～２００７年度（２０００年度

を除く）である。臨道債の起債額が少なかった東

京都と沖縄県は除いている。これらのデータをパ

ネルデータとみなし，推定を行う。１９９３年度か

ら推定を行うのは，臨道債地方特定道路整備事業

分が１９９２年度に創設されたためである。２００７年

度までを分析対象とするのは，２００８年度に臨道

債の起債対象が拡大され，一般国道事業も起債の

対象となったためである。このことによって， 

２００８年度以降の臨道債起債額の変化に起債対象

事業の拡大に起因するものが含まれてしまう。こ

のため分析を行う期間は２００７年度までとする。

２００９年度には地方道路特定財源（７）が廃止され，

さらに２０１０年度には臨道債そのものが廃止され

たため，２００７年度までを分析対象期間としても

特定分等が発行された期間のほとんどを分析対象

とすることになる。なお，データが公表されてい

ない２０００年度の臨道債とその説明変数のデータ

は除いている。

　次に，説明変数の説明と各係数の符号に関する

予想について述べていく。

　交付税措置率には道府県の財政力指数から算出

される３０～５５％の基準財政需要額への算入率を

用いている。これは道府県が臨道債の起債にあ
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表 １　データ出所

出所変数

『地方債統計年報（各年版）』臨道債地方特定道路整備事業分許可額

『都道府県決算状況調（各年度版）』に掲載された各道府県の
財政力指数をもとに算出

交付税措置率

総務省提供資料道路橋り ょ う 費の財源の う ち国庫支出金

『都道府県決算状況調（各年度版）』に掲載された各道府県の
経常収支比率をもとに算出

投資余力

『都道府県決算状況調（各年度版）』起債制限比率

日経 NEEDS 地域情報・地域総合経済データに掲載された人口
と面積をもとに算出

人口密度

『都道府県決算状況調（各年度版）』標準財政規模



たってこの算入率を交付税措置率として認識して

いたものと考えられるからである。なお，先述の

ように，２００２年度以降については事業費補正の

見直しが行われたため，財政力指数に関係なく算

入率は３０％としている。ただし，不交付団体の

交付税措置率については０％としている。

　係数については，先行研究の結論を踏まえれば

正の値となるが，アメリカにおける免税地方債が

州の資本支出に補助しているかどうかを検証した

Coronado（１９９９）は，租税免除が資本支出を増加

させるかどうかについては実証的なものであり，

結論はモデルの特定化に依存すると述べている。

したがって，負の値になることもあるかもしれな

い。

　国庫支出金を説明変数として用いるのは，先述

の通り，臨道債を起債して行う地方特定道路整備

事業は補助事業と単独事業との組み合わせ事業で

あることによる。国庫支出金が増加すれば，臨道

債発行も増加するものと考えられるため，係数は

正の値を予想している。

　投資余力を説明変数として用いるのは，起債充

当残に充当する原資が臨道債発行に影響を与えた

と考えるからである。静岡県編（２００３）では，

「１００ －経常収支比率＝投資余力」として投資的

経費に充当することのできる一般財源がどの程度

あるのかを示しており，本稿でもこの指標を活用

する。係数は正の値を予想している。

　起債制限比率は財政運営の硬直性を示すもので

ある。中野（２０００）では市町村データを用いて起

債制限比率の１次の係数は正，２次の係数は負と

いう推定結果を得ており，起債制限比率が１５％

を超えない範囲では地方自治体は比較的自由に単

独事業をコント ロールしていると解釈している（８ ）。

本稿においても非線形性を考慮している中野

（２０００）を参考に，「起債制限比率が一定水準に達

すると地方自治体は臨道債の起債を減少させる」

という仮説を検証することができる形でモデルに

組み込むこととする（９）。起債制限比率の１次項

の係数は正の値，２次項の係数は負の値を予想し

ている。

２　 推定結果と考察

　推定に用いた変数の記述統計量は表２，推定結

果は表３に示す通りである。Breusch-Pagan 検

定，F 検定，Hausman 検定により，変量効果モデ

ルが採択される。

　表３の推定結果から次のことを読み取ることが

できる。変量効果モデルにおいて，交付税措置率

の項は１０％水準で有意な負の値となった。した

がって，交付税措置率が低い，すなわち財政力の

強い道府県ほど臨道債許可額が多かったと解釈す

ることが可能である。図１で確認した臨道債許可

額合計の増加と本稿における推定結果を合わせて

考えれば，１９９０年代後半以降の臨道債許可額の

都道府県計の増加は，臨道債の交付税措置率が低

い，財政力の強い道府県が臨道債を発行した結果

によるということになろう。

　道路橋りょう費の財源のうち国庫支出金の項の

係数は，変量効果モデルにおける推定において

５％水準で有意な正の値となった。これは国庫支

出金が増加するほど臨道債許可額が増加すると解
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表２　記述統計量

最大値最小値標準偏差平均値変数

７.１５０.０２１.２８１.７０臨道債／標準財政規模

５５.０００.００１１.８４４２.４８交付税措置率

７.２８０.２４１.５２３.２９国庫支出金／標準財政規模

３７.００－ １７.００８.１２１３.１５投資余力

１９.２０４.８０２.５０１１.３６起債制限比率

８.４３４.２１０.８７５.７７人口密度（対数値）



釈することができる。この結果は，地方特定道路

整備事業は補助事業と単独事業との組み合わせ事

業であることによるものと考えられる。

　投資余力の項の係数は，変量効果モデルにおけ

る推定において１％水準で有意な正の値となっ

た。推定に際して臨道債許可額を標準財政規模で

基準化しており，投資余力は１００ －経常収支比率

（＝経常経費充当一般財源／経常一般財源）であ

るため，予算規模ではなく，一般財源の重要性に

ついて議論することになるが，この結果は財政構

造が弾力的で起債充当残に充当する財源が増加す

るほど，臨道債許可額も増加すると解釈すること

ができる。丸山（１９８８）は，国庫支出金と地方債

を充当した残額に充当する一般財源の重要性を指

摘し，一般財源は個々の事務事業予算単位の核と

なるものであり，一般財源の総量は総予算の中核

をなし，その総量の大小が予算規模決定の最大の

要因となると述べている。たとえば，総事業費１

億円の事業があり，国庫補助負担率が１ / ２，地方

債充当率が６０％であるとしよう。総事業費１億

円の財源構成は，国庫補助負担金５,０００万円，地

方債３,０００万円（＝５,０００万円 ×６０％），一般財源

２,０００万円となる。つまり，この場合２,０００万円の

一般財源がなければ，この１億円の事業費は予算

化できない（１０）。このように，一般財源は予算編成

上，必要不可欠なのである。なお，この財源には

地方道路特定財源も含まれており，地方道路特定

財源も含めて起債充当残に充当することができる

財源が増加すれば，臨道債許可額は増加するとい

える。

　一般財源は，租税統制が行われている地方税，

中央政府によって配分額が決定される地方交付

税，さらに道路事業については地方譲与税として

配分される地方道路特定財源からなる。したがっ

て，一般財源は地方自治体によって容易に変化さ

せることのできない財源であるため，この意味で

地方自治体の自律性や裁量性は限られたものであ

るといえる。

　起債制限比率の１次項は５％水準で有意な正の

値，２次項は１％水準で有意な負の値となった。

中野（２０００）の結果と同様に，起債制限比率が一

定水準に達すると臨道債許可額が減るというよう
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表３　推定結果

被説明変数：臨道債／標準財政規模

Fixed      Random      

－ ０.０３０（０.０１５）－ ０.０２６（０.０１４）*交付税措置率

   ０.１１７（０.０７４）   ０.１４６（０.０６８）**国庫支出金／標準財政規模

   ０.０５６（０.０１６）***   ０.０５８（０.０１４）***投資余力

   ０.３０２（０.１５５）*   ０.３３０（０.１４９）**起債制限比率

－ ０.０１３（０.００７）*－ ０.０１４（０.００７）**起債制限比率の２乗

－ ６.８７１（２１.９８２）－ １.８６３（０.６７２）***人口密度

   ０.７５７（１.７６０）   ０.１２７（０.０４９）***人口密度の２乗

         ６３０　　  ６３０観測数

         ０.０１５        ０.５６５Overall

        ８４２.６９***Breusch-Pagan 検定

        １３.５３***F 検定

　　　　　　　　　　７.２８Hausman 検定

注　１）カッコ内は robust standard error を示す。
　　２） *** は１％，** は５％，* は１０％で統計的に有意にゼロと異なることを示す。
　　３） 時点特有の効果，個体特有の効果の係数の推定値は省略している。



に解釈することが可能である。地方自治体がその

財政状況に応じて臨道債の額を変化させていると

いうことは，地方自治体の歳出は中央政府によっ

て完全に統制されていたわけでもないということ

を示している。そして，このことは図１において

示した臨道債・特定分等総額の減少に現れてい

る。

　最後に，人口密度の１次項は１％水準で有意な

負の値，２次項は１％水準で有意な正の値となっ

た。

結語

　本稿においては道路事業に着目し，道府県の臨

道債許可額のデータを用いて，臨道債の発行と交

付税措置率との関係について分析を行った。得ら

れた知見は次の通りである。

　第１に，交付税措置率の項の係数は１０％水準で

有意な負の値となった。したがって，交付税措置

率が低い，財政力の強い道府県ほど臨道債許可額

が多かったと解釈することが可能である。図１で

確認した臨道債許可額の都道府県計の増加と本稿

における推定結果を合わせて考えれば，１９９０年代

後半以降の臨道債許可額の都道府県計の増加は，

臨道債の交付税措置率が低い，財政力の強い道府

県が臨道債を発行した結果によるといえる。

　第２に，道路橋りょう費の財源のうち国庫支出

金の項の係数は５％水準で有意な正の値となっ

た。これは国庫支出金が増加するほど臨道債許可

額が増加すると解釈することができる。この結果

は，地方特定道路整備事業は補助事業と単独事業

との組み合わせ事業であることによるものと考え

られる。道路単独事業は「単独」事業という名前

ではありながら補助事業に付随した事業であった

ことが改めて確認された。

　第３に，投資余力の項の係数は １％水準で有

意な正の値となった。この結果は起債充当残に充

当することができる財源が増加するほど臨道債許

可額が増加すると解釈することが可能である。な

お，この財源には地方道路特定財源も含まれてお

り，地方道路特定財源も含めて起債充当残に充当

することができる財源が増加すれば，臨道債許可

額は増加するといえる。

　第４に，起債制限比率の１次項は５％水準で有

意な正の値，２次項は１％水準で有意な負の値と

なった。中野（２０００）の結果と同様に，起債制限

比率が一定水準に達すると臨道債許可額が減少し

たと考えられる。

　本稿の分析結果から，財政力の強い，投資余力

のある道府県ほど臨道債を起債したものと考えら

れる。また，臨道債は地方特定道路整備事業が補

助事業と単独事業との組み合わせ事業であったこ

とから，地方債の元利償還金の交付税措置という

制度が存在しても，国庫支出金と連動していたと

いえる。

　
《注》

（１）平嶋・植田（２００１），pp.４１７-４２１.  なお，復興特別

事業分については財政力指数に関わりなく，元利償

還金の８０％が交付税措置された。

（２）嶋津（１９９８），p.６７５.

（３）建設省大臣官房会計課（１９９２），p.６８.

（４）平嶋・植田（２００１），p.４１９.　なお，この事業は

１９９３年度に創設された。

（５）交付税措置率は次の算式に基づいて算出した（出

所：地方交付税制度研究会（１９９３））。

（６）地方債協議制度の下では，同意額となる。

（７）道路特定財源制度は，その税収を道路整備の財源

として充当する制度であり，揮発油税，地方道路

税，石油ガス税，軽油引取税，自動車重量税から

なっていた。国の道路特定財源は，揮発油税全額，

石油ガス税収入額の１ / ２，自動車重量税収入額の国

分（２ / ３）の７７.５％であった。また，地方道路特定

財源は地方道路譲与税（揮発油税と併課される地方

道路税収入額の全額が譲与される），石油ガス譲与

税（石油ガス税収入額の１ / ２が譲与される），自動
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算式財政力指数区分

a ＝０.５９９－０.１４００X０.６０未満

a ＝０.６９５－０.３０００X０.６０以上０.７５未満

a ＝０.８４５－０.５０００X０.７５以上０.８５未満

a ＝１.２２８－０.９５００X０.８５以上０.９５未満

a ＝０.８００－０.５０００X０.９５以上

※Ｘは財政力指数である。aが０.３００を下回る場合は０.３００とし，
　 a が０.５５０を上回る場合は０.５５０とされた。



車重量譲与税（自動車重量税収入額の１ / ３が譲与

される）の地方譲与税と，軽油引取税，自動車取得

税の地方税であった。このうち，地方道路譲与税は

収入額のうち５８/１００が，石油ガス譲与税は収入額

全額が，都道府県および指定市に譲与された。ま

た，軽油引取税は全額，自動車取得税は収入額のう

ち３ /１０が都道府県および指定市の財源となった。

（８）中野（２０００），pp.１５６-１５７.

（９） 中野（２０００）はこの理由として，「単独事業の実施

によって起債制限比率が２，３％上昇するにしても，

当初の起債制限比率の値が１桁台の値なのか，ある

いは２桁台の値かでは，政策決定者の受け取り方は

違ったものとなるからである」としている。

（１０）丸山（１９８８），p.２３６.
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《Summary》

                                     
Do local allocation taxgrants boost the issuance of road bonds?

 Evidence from Japan ’ s local governments
                                   

MIY AZAKI  Masato
                                     

Abstract

　This study, by focusing on road construction projects in Japan ’ s local governments （excluding 

Tokyo） , conducts a quantitative analysis of the relationship between the issuance of road bonds and 

the rate at which the redemption of the principal and interest on these bonds factors into standard 

financial need （hereinafter, “local allocation tax cover rate”） . Furthermore, it analyzes whether the 

approved amount of local government road bonds varies with the local allocation tax cover rate. 

　Our analysis indicates that local governments who had stronger finances and greater investment 

reserves issued more road bonds. Furthermore, because specific local road improvement works 

combine local public subsidized works and local public non-subsidized works, road bonds can be said to 

be linked to national treasury disbursements even if there exists a local allocation tax cover system 

that allows for the redemption of the principal and interest on local bonds.

Keywords:  local allocation tax, local public nonsubsidized works, road bonds


